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一般社団法人日本工業炉協会 

令和６年度事業報告 

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日） 

 

１．事業概要 

（１）標準化事業 

①国際標準化事業おいて、令和６年度も国際標準化事業について業務を継続し、（一財）日本規格 

協会と「国際幹事国等業務に関する請負契約」を締結した。 

（受託金額）３，３００，０００円 

受託内容に基づいて、ＩＳＯ／ＴＣ２４４の幹事国業務を実施した。 

令和６年１１月２０日（水）～２２日（金）に大阪でＩＳＯ／ＴＣ２４４総会及びＷＧ会議を

開催した。今回は、１１ケ国より合計４３名が参加した。各ＷＧ会議終了後に総会が行わ

れた。（参加者）フランス３名、オーストリア１名、ドイツ１３名、ルクセンブルグ１名、 
日本６名、ベルギー３名、オランダ１名、中国６名、カナダ１名、 
スウェーデン１名、イタリア４名、ＩＳＯ ＴＣ１６１（日本１名） 
ＩＳＯ ＴＣ３０６（中国１名）、ＩＳＯ中央事務局１名、 
ＴＣ２４４事務局（日本）２名 

内、会場参加者：１０ケ国２８名、Web 参加者：１１ケ国１５名（合計）４３名 
②国内標準化事業については、ＪＩＳ Ｂ ８４１５－２「工業用燃焼炉の安全通則 第２部 燃

焼及び燃料取扱システム」に水素燃焼に関するリスクアセスメント上の注意すべき事項に関す

る附属書の追加・改正作業を実施した。本件については、令和４年１１月に日本規格協会の 

ＪＩＳ原案作成に応募して採択され、令和５年１２月に完了し、令和６年６月２０日（木）

に、ＪＩＳ Ｂ ８４１５－２の改訂版が発行された。ＪＩＳ Ｂ ８４１５－２追補改定版

の説明会を令和６年８月７日（水）～８日（木）にオンラインで開催した（参加者１７５

名）。 

（２）機関誌｢工業加熱｣の刊行事業 
編集委員会により、当協会の機関誌「工業加熱」を６回／年、奇数月（１、３、５、７、９、

１１月）に編集し、発刊した。 
（３）サーマルテクノロジー２０２４の開催（広報委員会） 

令和６年１０月１０日（木）～１１日（金）の２日間、グランフロント大阪北館コングレコン

ベンションセンターにて、「サーマルテクノロジー２０２４ 第５回工業炉・関連機器展＆シン

ポジウム」を開催した。１２１小間の展示を行うとともに、基調講演１件、特別講演３件、製

品・技術発表会１７件の講演を頂いた。（来場者数）３，５４７名 

サーマルテクノロジー２０２４の特徴として、（一社）日本熱処理技術協会及び（一社）金属熱

処理工業会のご協力を頂いて、「熱処理相談コーナー」が設けられ、日頃の業務で熱処理技術に

関する課題を有する皆様からのご相談・討議が行われた。 

さらに、今回は（一財）素形材センター３０周年記念行事の一環として、素形材産業に係る団

体の産学官連携を強化する目的により、工業団体（１７団体）が連携して『素形材月間展示ブ

ース』を初出展した。サーマルテクノロジー２０２４では「素形材×デザイン」をテーマとし

て、一般の方にも素形材を広く知って頂くための展示が行われた。 

工業炉協会のＳＤＧｓ推進ＷＧが中心となって、「持続可能な社会を創る工業炉業界」をテーマ

として、会員企業から推薦されてメンバーによるＳＤＧｓツアーが開催された。 
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（４）令和６年度人材育成講座の開催 
１）令和６年度「工業炉専門基礎講座」 

令和６年度「工業専門基礎講座」は、総務委員会の企画立案の下、令和６年９月１９日（木）

～２０日（金）に名古屋市のウインクあいち（座学７講座）及び（株）ＬＩＸＩＬ榎戸工場

（工場見学）で開催した。（受講生）４２名 

２）工業炉専門講座 

令和６年度「工業炉専門講座」は、総務委員会及び技術企画委員会の共同企画立案により開

催された。令和６年度より、従来の「誘導加熱」に加えて新たに「燃焼炉」及び「抵抗加熱

炉」を開設し、工業炉専門講座の内容を充実させた。 

① 令和６年度第１回専門講座（誘導加熱） 

（日時）令和６年６月２７日（木）～２８日（金）、（場所）機械振興会館 

（受講生）２５名 

② 令和６年第２回度工業炉専門講座（燃焼炉） 

（日時）令和６年１２月１２日（木）、（場所）中外炉工業（株）堺事業所熱技術創造 

センター、（受講生）３０名 

③ 令和６年度第３回工業炉専門講座（抵抗加熱炉） 

（日時）令和７年２月１４日（金）、（場所）名古屋市ウインクあいち（受講生）３２名 

３）電気に関する基礎講座の開催（総務委員会 誘導加熱ＷＧ） 

令和５年度に好評であった電気に関する基礎講座を令和６年度も開講した。令和６年度は、日

本工業炉協会が主催し、日本エレクトロヒートセンターの協賛を得て、東京電力エネジーパー

トナー（株）牛山講師による電気の基礎講座を計３回、オンライン（Ｗｅｂ）開催した。 

（第１回）令和６年１０月１８日（火） （受講生）４４名 

（第２回）令和６年１１月２８日（火） （受講生）２７名 

（第３回）令和６年１２月１８日（火） （受講生）３２名 

（５）感謝状贈呈、業務・技術功労者表彰 
令和６年５月２２日（水）の第３６回通常総会終了後に、令和６年度業務・技術功労者表彰式

が行われ、業務功労者４名、技術功労者５名の計９名が表彰された。 
（６）「協会だより」の発行 

毎月末に「協会だより」を発行した（１２回／年）。 
（７）講演会の開催 

令和６年１０月２２日（火）に開催された秋の会員連絡会において、ＮＰＯ法人 ＥＬＰ（Earth 

Literacy Program）代表、京都芸術大学 教授 竹村 眞一氏より、「共創地球学 ～地球と人類

の共進化に向けて」に関するご講演を頂いた。 

（８）賀詞交歓会の開催 

令和７年１月２１日（火）に大手町レベル２１東京會舘にて、賀詞交歓会を開催した。ご来賓

（経済産業省 製造産業局 素形材産業室、素形材団体）を含めて２２１名の方にご参加頂いた。 

（９）各種統計調査・報告 
（一社）日本工業炉協会の会員企業の売上及び受注統計等について、会員及び経済産業省へ報

告し、ホームページにて公表した。 
（１０）調査研究事業の受託 

令和６年度は、以下の２件の事業を受託した。 

１） 一般財団法人 日本規格協会 

国際幹事国業務に関する請負契約  （受託金額）３，３００，０００円 

２） 脱炭素産業熱システム技術研究組合（略称：ＤＩＴＳ） 

「工業炉の脱炭素化に向けた実態調査」受託契約  （受託金額）２,７５０,０００円 
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（１１）海外の工業炉業界（団体）との交流 

令和６年９月１３日（金）にドイツ デュッセルドルフで開催されたＣＥＣＯＦ総会に高橋事

務局長が参加し、意見交換を実施した。ＩＨＥＡ総会は、令和７年３月１０日（月）～１２日

（水）に米国 サウスカロライナ州で開催され、高橋事務局長が参加して意見交換を実施した。 

 

２．総会、理事会 

（１）総会 

第３６回通常総会は、令和６年５月２２日（水）に大手町レベル２１東京會館で開催された。

議題として、令和５年度事業報告及び決算、令和６年度事業計画及び収支予算、令和６年度正

会員入会金及び正会員、賛助会員会費の賦課徴収方法、役員選任について審議が行われ、原案

の通り承認された。 

（２）理事会 

１）第１２６回理事会は、書面決議により、（議題）「令和５年度事業報告及び決算について」以下

の方法で開催された。令和６年４月２４日（水）～５月７日（火）の期間に当該事項の議決に

加わることができる理事全員による同意及び異議を述べることができる監事全員による異議

がないことの確認が得られたため、当該決議事項につき、理事会決議が行われた。 

２）第１２７回理事会は、令和６年５月２２日（水）に、大手町レベル２１東京會舘において、第

３６回通常総会終了後に開催された。以下の議題について審議が行われ、承認された。 

（議題） 

① 会長、副会長、専務理事の選定について 

② 規程の改定について 

③ 「工業炉の基礎知識 改訂版」の増刷について 

④ 「素形材産業の適正取引の推進と生産性・付加価値向上に向けた自主行動計画改訂」につ

い 

  て 

３）第１２８回理事会は、令和６年１０月２２日（火）に大手町レベル２１東京會舘で開催された。

以下の議題について審議が行われ、承認された。 

（議題） 

① 令和６年度上期事業報告について 

② 令和６年度上期収支決算について 

③ 新会員の入会について 

４）第１２９回理事会は、令和７年３月１４日（金）に機械振興会館で開催された。以下の議題に

ついて審議が行われ、承認された。 

（議題） 

① 令和６年度事業報告 

② 令和６年度収支決算見込み 

③ 令和７年度事業計画及び収支予算 

④ 新会員の入会について 

⑤ 令和７年度正会員入会金及び正会員・賛助会員会費の賦課徴収方法 

⑥ 令和７年度業務功労者・技術功労者表彰について 

⑦ 第３７回通常総会（５月２１日予定）について 

⑧ 令和７年度役員の確認 

⑨ その他（今後の予定等） 


